
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

令 和 ６ 年 度

第２回四万十市産業振興計画フォローアップ委員会 

１ 四万十市の産業状況等 

２ 令和６年度の各産業分野の動き 

３ 産業振興計画 Ver2 の改訂(案) 

資 料 １ 

農業 

林業 

商工業 

観光 

水産業 

連携 
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●高知県推計人口による自然・社会増減の比較

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 計(人)

R6出生数 14 10 12 14 11 11 18 13 13 15 18 11 160

R5出生数 17 11 13 13 19 9 17 18 12 11 10 12 162

R6死亡数 59 47 48 44 47 29 36 40 43 55 43 57 548

R5死亡数 58 55 45 56 57 23 43 54 46 38 57 35 567

R6自然動態 ▲45 ▲37 ▲36 ▲30 ▲36 ▲18 ▲18 ▲27 ▲30 ▲40 ▲25 ▲46 ▲388

R5自然動態 ▲41 ▲44 ▲32 ▲43 ▲38 ▲14 ▲26 ▲36 ▲34 ▲27 ▲47 ▲23 ▲405

R6転入数 43 67 181 267 51 49 75 43 52 53 40 59 980

R5転入数 44 69 215 251 58 55 56 59 44 56 47 50 1,004

R6転出数 46 74 309 276 57 38 47 72 55 46 31 56 1,107

R5転出数 63 61 337 220 82 60 59 63 58 49 30 45 1,127

R6社会動態 ▲3 ▲7 ▲128 ▲9 ▲6 11 28 ▲29 ▲3 7 9 3 ▲127

R5社会動態 ▲19 8 ▲122 31 ▲24 ▲5 ▲3 ▲4 ▲14 7 17 5 ▲123

項目

自然増減

社会増減

 
 

 

  

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 四万十市の産業状況等① 

１ 人口移動等について 
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自然動態の推移

自然増減 出生数 死亡数 出典：人口動態調査（厚生労働省）
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社会動態の推移

社会増減 転入者 転出者 出典:住民基本台帳移動報告（総務省）
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四万十市業種別就業者数
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建設 卸売 小売 宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ

※R07/3月期は先行き

市内総生産額 1.07

市内総生産額（一次産

業） 1.13

市内総生産額（二

次産業） 1.27

市内総生産額（三

次産業） 1.03

製造品出荷額等

1.54

商業年間商品

販売額 1.22 

製造業現金給

与総額 1.0 

製造業現金給与総額

1.63 

生産年齢人口 0.763

原木生産量

1.06 観光入込客数 0.82
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１ 四万十市の産業状況等② 
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単位:｢良い｣－｢悪い｣社数の構成比 ％ポイント 出典:日本銀行高知支店の資料をもとに作成

消費税増税
(8⇒10%)東日本大震災

リーマンショック

景気回復期(ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ)

新型コロナ感染拡大

※R07/3月期は先行き
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３ 四万十市の生産・販売・出荷額の状況 

１ 高知県内の業況判断 

２ 市内総生産額 

平成23年を基準 

（１とする） 

  産業振興計画 

燃料高・物価高・円安 

 
令和２年度 令和３年度 

県内総生産額 ２兆3,542億円（▲4.5％） ２兆3,764億円 (+0.9％) 

総生産額が1,000億
円を超える市町村 

①高知市１兆1,496億円（▲5.2％） 
（※県内総生産の48.8％） 
②南国市  1,981億円（▲1.9％） 
③四万十市 1,145億円（▲2.1％） 

①高知市１兆1,501億円（+0.1％） 
（※県内総生産の48.4％） 
②南国市  2,129億円（＋7.5％） 
③四万十市 1,176億円（+2.7％） 

 

 産業振興計画 
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食料品 はん用・生産用・業務用機械 ※R07/3月期は先行き
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387,640 429,980 411,166 353,542 348,682 357,197 

80,496 
83,748 83,656 
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産業分類（中・小） H30年 R１年 R２年 R３年 R４年 
前年比 
(R4/R3) 

09食料品製造業 820,721 751,463 706,247 707,305 650,517 92.0% 

091畜産食料品製造業 672,109 617,032 588,231 604,517 535,221 88.5% 

092水産食料品製造業 83,118 86,284 X 74,390 81,904 110.1％ 

093野菜缶詰・果実缶詰 
・農産保存食料品製造業 

X － X － － － 

094調味料製造業 X X X X X X 

097パン・菓子製造業 18,747 15,117 9,829 10,087 10,782 106.9% 

099その他の食料品製造業 33,301 21,214 X 5,891 7,871 133.6％ 

21窯業・土石製品製造業 216,729 153,961 169,519 156,423 171,859 109.9% 

212セメント・同製品製造業 X X X X 124,968 X 

218骨材・石工品等製造業 X X X X 46,891 X 

12木材・木製品製造業 83,748 83,656 76,951 62,602 116,603 186.2% 

121製材業、木製品製造業 83,748 83,656 76,951 62,602 116,603 186.2% 

その他 429,980 411,166 353,542 348,682 357,197 102.4% 

合計 1,551,178 1,400,246 1,306,259 1,275,012 1,296,176 101.7% 

１ 四万十市の産業状況等③  

７ 四万十市製造品出荷額等上位３区分（中分類） 

６ 有効求人倍率 

５ 県内の経済概況（消費：令和元年同月比） 

４ 鉱工業統計指数 

令和４年に「食料品製造業」が全体に占める割合は50.1%  

うち「畜産食料品製造業」が占める割合は82.3%（全体の41.3%） 

単位：万円 

①
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木
製
品 
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高知県経済概況（消費：R1同月比）

衣料品 飲食料品 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ販売額 ドラックストア販売額
ホームセンター販売額 新車登録・届出台数 主要観光施設入込客数 有料道路利用実績

出典:高知県経済概況をもとに作成
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分野 令和６年度 令和７年度 

農
業
分
野 

 １ 産地としての維持・強化         

⑴ ぶしゅかんの産地づくり【連携 AP３・農 AP１】➡資料 2 P.９ 

・ぶしゅかん産地化・普及推進事業生産量 

新規定植、有害鳥獣対策防護柵設置の支援 

・ぶしゅかん販売促進活動（四万十ぶしゅかん(株)） 

  仲卸会社、製薬会社等への販売促進活動を展開 

⑵ 栗の産地再生【連携 AP３・農 AP３】➡資料 2 P.９ 

・栗暮プロジェクト 

西土佐橘地区実証農園運営、水田からの転換・新改植の推進 

⑶ 米ナスの振興【農 AP４】➡資料 2 P.９ 

・ナスフェス、「ガブっと米ナス」キャンペーンでの 

米ナスメニューPR（西土佐地域産業振興推進協議会） 

⑷ 有望品目の産地強化【農 AP５】➡資料 2 P.10 

・レンタルハウス整備事業、野菜価格安定事業など 

⑸ 環境保全型農業の推進【農 AP７】➡資料 2 P.10 

・環境保全型農業直接支払交付金事業  

⑹ 農作業支援体制の充実【農業AP12】➡資料2 P.11 

 ・無料職業紹介所（マッチング26件）、周知活動 

⑺ 地域内農業者の共同生産体制の検討【農 AP13】➡資料 2 P.12 

・西土佐地域で米ナスの共同選果の試験・検討会の実施（JA 高知県） 

２ 地元農畜産物の利用・販売促進 

⑴ ブランド化の推進【連携 AP３・農 AP16】➡資料 2 P.２ 

・しまんと 100 年プロジェクト 

しまんと農法米普及促進 

首都圏及び高知市内のフェア出展、 

市内小学校へのしまんと農法米出前授業等 

３ 担い手の確保・育成 

⑴ 新規就農者の確保育成、認定農業者の育成【農 AP20～24】➡資料 2 P.12、13 

・新規就農者、認定農業者への支援やフォローアップを継続 

新規就農研修支援（中村３人、西土佐１人） 

認定農業者：123 名見込 

⑵ 集落営農の組織化、法人化の支援【農 AP９､10】➡資料 2 P.11 

・組織化・法人化への誘導、既存組織のフォローアップ、組織間連携 

 中村地域営農協議会（組織間連携）のドローン部会の法人化に向けた協議 

集落営農組織 31 法人組織 10  

・地域営農支援事業 

ソフト事業１組織、300 千円   

ハード事業３組織、25,943 千円 

４ 農地の利用促進 

⑴ 農地利用の円滑化【農AP25～27】➡資料2 P.13、14 

 ・地域計画策定に向けた協議を実施し、今年度策定予定 

⑵ 耕作放棄地の再生及び発生防止対策【農AP27】 

 ・中山間地域等直接支払交付金 組織数：50組織 交付金額：86,398千円 

・多面的機能支払交付金    組織数：57 組織  交付金額：84,425 千円 

□継ぶしゅかんの産地化・普及推進 

・新規定植や防護柵設置の支援 

・栽培管理指導や講習会の開催 

・各種商談会、展示会、物産展等での販売促進 

□継栗暮プロジェクト 

・実証農園、水田転換・新改植の推進など 

□継露地作付面積日本一米ナスを活用した地域活性化事業 

・米ナスキャンペーン、販路開拓など 

□継園芸施設の整備や修繕の支援 

・レンタルハウス整備 

・園芸ハウス整備、燃料タンク対策事業 

・○新園芸用ハウス等リノベーション事業  

□継環境保全型農業の推進 

・有機農業等総合支援事業 

・環境保全型農業直接支払交付金 

□継しまんと農法米普及促進 

・都市部での物産展・販売会等への参加 

・アンテナショップを活用した試食販売会 

□継集落営農の広域化の推進など 

・○新組織間連携によるドローンの導入、米の共同出荷 

・地域営農支援事業の実施や組織化への誘導 

・営農活動の継続・拡充支援（農の雇用事業など） 

□継地域内農業者の共同生産体制の構築 

・ＪＡにおいて米ナス共同選果実施 

（施設米ナス） 

□継農業振興に向け地域おこし協力隊事業を活用 

・栽培技術の習得、情報発信等のPR活動など 

□継新規就農者の確保・育成 

・新規就農者育成総合対策 

□継就農相談会への参加（東京２回、大阪２回） 

・本市農業のＰＲ映像を活用 

□継基盤整備の推進 

 ・蕨岡地区及び楠島地区で実施に向けて協議を継続 

□継耕作放棄地の発生防止対策 

・中山間地域等直接支払交付金（第６期対策）､ 

多面的機能支払交付金事業の実施 

 

２ 令和６年度各産業分野の動き（主なもの）①  

※ページ番号は進捗管理シートのページ数 
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分野 令和６年度 令和７年度 

林
業
分
野 

１ 四万十の山づくり 

⑴ 長期視点に立った産地づくり【林 AP１～３】➡資料 2 P.15 

・森林経営管理制度の運営（森林環境譲与税） 

意向調査業務627ha、林況調査1,066ha、未整備森林整備22ha、3,528m 

⑵ 林業事業体及び林業技術者の育成支援【林 AP９】➡資料 2 P.16 

・緑の雇用事業活用（R6 新規２人） 

・林業担い手育成支援事業（森林環境譲与税） 

新規就業者を雇用する事業体を支援 

6,480 千円の見込（60千円×12 月×９人） 

⑶ 兼業型林業事業者の育成支援林【林 AP10】➡資料 2 P.17 

・原木増産推進事業（バックホウレンタル補助２人） 

２ 供給体制の強化 

⑴ 木材・木工製品の生産の拡大・商品力強化【連携 AP４・林 AP12】➡資料 2 P.3 

・四万十ヒノキブランド化の推進（原木の育成・施業方法・付加価値化の検討 等） 

３ 市産材の利用促進と販売力の強化 

⑴ 木造住宅建築促進【連携 AP１・林 AP14】➡資料 2 P.1 

・市産材利用促進事業の継続（申請見込 23 件） 

⑵ 四万十ヒノキブランドの確立【連携 AP１・林 AP18】➡資料 2 P.1 

・四万十ヒノキの家見学、宿泊体験 

見学 147 名、宿泊 64 組・延べ 289 人（12 月末現在） 

４ 健全な森づくり 

⑴ 鳥獣被害対策【林 AP８・AP21】➡資料 2 P.16 

・有害鳥獣捕獲支援、防護ネット設置支援（15地区、29,663 千円）、 

新規狩猟者の受講料支援（20 人）の継続 

□継森林経営管理制度 

・森林所有者の意向調査、未整備森林整備など 

 

○新全国木のまちサミット in しまんと開催 

□継幡多山もりフェス 2025 の開催支援 

 

□継担い手確保・育成 

・森林環境譲与税関連の人材育成など 

 緑の雇用、○新住宅の借上費用の支援 

雇用者 10人 

（森林組合６名、林業事業体４名）予定 

□継四万十ヒノキのブランド化 

・四万十ヒノキ原木の育成、施業方法及び 80 ヒノキ

（大口径ヒノキ）の付加価値化の検討 

・四万十ヒノキパンフレット等で PR 

・四万十ヒノキの家の見学、宿泊体験 

□継健全な森づくり 

・獣害防護ネット設置、有害鳥獣捕獲支援など 

・新規狩猟者の確保支援（講習料補助20人 など） 

・特用林産振興事業（しいたけ原木、種駒購入補助）の実

施 

 

水
産
分
野 

１ 水産資源の回復・生産量ＵＰ 

⑴ 天然水産資源の回復・増殖【水 AP１､２】➡資料 2 P.19 

・アオサノリ漁場整備（下流漁協） 

・四万十川自然再生事業（国土交通省､四万十川自然再生協議会） 

 アユの産卵場整備やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査などを継続 

・河川流下能力検討業務（四万十川漁業振興協議会） 

 河床調査、河川環境改善に向けた調査分析等 

⑵ 栽培漁業等の推進【水 AP３～５】➡資料 2 P.19、20 

・種苗放流の継続（西部､中央､下流漁協）：アユ、うなぎ、アメゴ 

・四万十産川ノリ陸上養殖場整備事業：20,481 千円 

・しまんと海藻エコイノベーション共創拠点（高知大学） 

 高知大学との連携による海藻を基盤とした地域拠点の整備・推進  

⑶ 地域に根差した資源管理の仕組みづくり➡資料 2 P.20 

・テナガエビ類の禁漁（９月～３月）継続、禁漁期間の周知 

２ 水産物の加工・販売促進 

⑴ 販売力の強化と販路拡大【連携 AP８・水 AP11～12】➡資料 2 P.6 

・県や商工会等と連携したブランド化の推進  

３ 水産資源を活用した交流の拡大 

⑴ 体験教室等の開催【水 AP15】➡資料 2 P.21 

・川漁体験学習、水辺の楽校、親子川漁体験等の実施 

□継アオサノリ漁場整備 

□継アユの冷水病・仔魚調査 など 

□継種苗放流の継続 

・アユ、うなぎ、アメゴ放流 

□継しまんと海藻エコイノベーション共創拠点 

 海藻等の陸上養殖技術の研究 など 

□継四万十鮎のブランド化の推進 

・四万十川漁業振興協議会において協議 

□継環境調査等 

・スジアオノリ・アオサノリ栽培環境調査（水温、塩

分） 

□継体験教室等 

・種苗放流体験、川漁体

験、水辺の楽校など 

 

２ 令和６年度各産業分野の動き（主なもの）②  

※ページ番号は進捗管理シートのページ数 
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分野 令和６年度 令和７年度 

商
工
業
分
野 

１ 顧客に選ばれる商工業の振興 
⑴ 商品の販路開拓・販売促進【連携 AP２、８・商 AP４】➡資料 2 P.1、6 

  ・県内外における地産外商活動の推進 

・特産品等販売促進事業（商談会出展等の支援） 

  ・販路拡大支援事業費補助金（物価高騰対策）２件 500 千円  

  ・新食肉センター整備推進事業  

関係自治体・団体等で構成する検討会開催 

一般社団法人四万十食肉公社設立（７月） 

２ 中心市街地・商店街等の活性化  

⑴ 回遊性と集客力向上のための拠点づくり【連携 AP２・商 AP10】 

・中心市街地にぎわい拠点施設を核とした商店街活性化事業➡資料 2 P.1  

拠点施設を核とした商店街活性化の協議（月１回）、商店街広報誌、 

店舗紹介サービス、活性化イベントの実施など 
・四万十市総合文化センター（しまんとぴあ）開館（R6.4.29）➡資料 2 P.22、23 
市主催・共催イベントの実施 

⑵ 日常の賑わいにつながる仕組みづくり【商 AP12】➡資料 2 P.24 
・チャレンジショップ事業（天神橋商店街振興組合） 
チャレンジャー２名実施（５月１名卒業、11 月１名（新規）） 

３ 中山間地域の商業機能の確保 

⑴ 小さな（田舎）ビジネスの推進【連携 AP２・商 AP16～18】➡資料 2 P.1 

・西土佐地域産業振興推進協議会を中心とした米ナスの振興（メニュー 

開発・普及、キャンペーン）など 

４ 企業誘致 

⑴ 情報通信関連産業の誘致促進【商 AP19～21】➡資料 2 P.25 

・県と連携した企業誘致活動を継続 

□継商店街の活性化等 

・はれのばを拠点に中心商店街へ効果のある事業を実施 

・中心商店街活性化に向け地域おこし協力隊事業を活用 

・チャレンジショップ、空き店舗対策の推進 

・各種イベントの開催 など 

□継地産外商の推進 

 ・地元農畜産物を使った商品開発の推進 

 ・県内外における外商活動の強化 

 ・特産品等販売促進事業 

  都市圏で開催される大規模商談会等の出展支援 

 ・幡多公設地方卸売市場活性化に向け協力隊を配置 

□継四万十市総合文化センター 

 市主催・共催イベント等の開催 

 

□継施設の長寿命化・南海地震対策の強化による建設事業の確保 

【35 億 3,414 万円（繰越含）】 

□継小さな（田舎）ビジネスの推進 

・西土佐地域の素材を活かした地域活性化（西土佐地域産業振興

推進協議会） 

□継新食肉センター整備 

・実施設計など 

拡企業誘致 

県と連携した企業訪問、企業向けの遊休施設の情報発信 など 

 

観
光
分
野 

１ 滞在型の観光地づくり 

⑴ 地域の観光資源、フィールドを活かした滞在型の観光商品づくり【連携 AP７・観 AP１～４】）➡資料 2 P.4、5、6 
・観光動向調査を継続（観光協会案内所：8,518 人（うち外国人 2,929 人） 
・第５回ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーツーリズムの開催（3/8、定員 150 名） 
・リバーベキュープロジェクト（農林水産物の活用、商品開発、観光誘客など） 
 道の駅よって西土佐・星羅四万十を拠点、バーベキュー検定等の実施 
・四万十市どっぷり旅得キャンペーン事業（物価高騰対策事業） 

登録数：宿泊施設 47、体験施設 10 換金実績 16,676 千円（1/30 現在） 
  ・スポーツツ―リズムの推進（大会招致、スポーツキャンプ受入） 

・田舎暮らし体験受け入れ（５月：32 名、６月：55 名、11 月：８名、３月：19名）  
⑵ 広域連携による周遊観光の推進【連携 AP９・観 AP５】➡資料 2 P.6、7 
・幡多広域観光協議会による商談やモニターツアーの実施、教育旅行受入 

２ 観光商品の外商の推進 
⑴ 観光商品のセールス及び情報発信の強化【連携 AP９・観 AP６～７】➡資料 2 P.6、7 
・商談会、モニターツアーの実施、教育旅行受入、インバウンド対応など    

・デジタルパンフレットの作成、ＳＮＳ（ｲﾝｽﾀ､ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ､YouTube）での情報発信 
・県観光キャンペーン「どっぷり高知旅」と連携したＰＲ活動 

３ おもてなしの向上 

⑴ おもてなし環境の整備【観 AP８～10】➡資料 2 P.26、27 

・四万十川学遊館、いやしの里、かわらっこの施設改修 

・市観光パンフレットのリニューアル 

・２次交通（川バス、市内循環バス、しまんと・あしずり号）の継続運行 

４ 組織力の強化と観光リーダーの発掘・育成➡資料 2 P.28 

⑴ 観光人材の育成、確保【観 AP15～16】:観光ｶﾞｲﾄﾞﾐｰﾃｨﾝｸﾞなど継続実施 

□継滞在型の観光地づくり 

・観光商品のセールス・情報発信 

・第６回ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーツーリズムの開催 

・リバーベキュープロジェクトの推進 

  地域おこし協力隊（BBQ 振興） 

・地域おこし協力隊（観光振興） 

・スポーツツーリズム 

市内宿泊施設、スポーツ施設を利用した団体等を支援 

□継観光商品の外商の推進  

・四万十・足摺エリア版 DMO による広域観光推進連携事業  

 ・四万十市観光協会による観光商品のセールス及び 

情報発信の強化  

□継２次交通の充実 

・川バス、しまんとあしずり号、 

市内（市街地等）周遊バスの運 

行など 

□継観光大使設置事業 

情報発信力を活かした国内外への発信強化 

 

  

２ 令和６年度各産業分野の動き（主なもの）③  

 

 
 

※ページ番号は進捗管理シートのページ数 
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⑴ アクションプランの変更 

№ 頁 改訂箇所 追加内容 改訂理由 

① P97 

【水産業分野】 

施策２ 栽培漁業等の推進 

水産 AP５ (3)スジアオノリの栽培技術の研究などへの支援 

・「しまんと海藻エコイノベーシ

ョン共創拠点事業」を主な事業主

体及び計画期間中の取組に追加 

高知大学を中心とするしまんと海藻エコイノベーション共創拠点プロジ

ェクトが始動したことから追加するもの。 

 

●産業振興計画改訂箇所 

 

 

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ R2 R3 R4 R5 R6

四万十市

（農林水産課）

漁業協同組合

○内水面資源の種苗放流

○沿岸資源の種苗放流

○区画あたりの生産拡大

○新たな漁場の開拓と新

規参入の促進

○生産・品質管理の徹底

○スジアオノリの栽培技術

への支援（助言など）

計画期間

四万十市

（農林水産課）

四万十川漁業振興

　　　　　　　　　　協議会

四万十川下流

　　　　　漁業協同組合

施　策 背景・課題・視点 アクションプラン
基本戦略

主な事業主体 主な内容
目指すべき姿

（目標値）
産業間連携等

２．栽培漁業等の推進 ・市場は天然の希少性よりも安定した

品質、供給量を求める傾向にあり、将

来にわたって漁業経営を維持、拡大

するためには栽培漁業を推進し生産

性の向上と安定供給を確保していく必

要がある。

・種苗放流技術は、いつ、どこに、どの

ような種苗（サイズ・系統）をどの程度

の密度で、どのような方法で放流する

かによって構成されるが、これらの最

適な組み合わせを見い出し技術の確

立を図るうえでは、魚種ごとに調査を

実施し、放流効果を継続的に検証す

ることが必要。

・海面漁業は、ヒラメやアワビなどの

種苗放流により資源量を確保していか

なければ、漁業経営の維持、安定が

厳しい状況にあり栽培漁業への依存

度が高い。

・アオサは栽培技術も確立しており安

定した漁獲量を確保しているが、区画

漁業権の設定により漁業者に割り当

てられる面積配分（区割り数）が限ら

れており生産拡大や新規参入の障壁

となっている。

・天然スジアオノリは漁獲量低迷によ

る供給不安から市場の評価も低下し、

これまで築き上げてきたブランド価値

も下落傾向にある。こうした状況下で

市内産スジアオノリの競争力を維持、

向上させるためには、栽培にも取組み

安定した供給量と品質を確保する必

要がある。

【水産ＡＰ３】

(1)効果的な種苗放

　　流の推進

○

【水産ＡＰ４】

(2)アオサの生産拡

　　大

○

◆内水面・沿岸資源の

種苗放流

　　　　　　　　R６：維持

◆安定した生産量と品質

が確保され、入札業者の

増加と高値安定が確保さ

れている

◆内水面漁業漁獲量

　　H29：49ｔ

　　　　　　　→R６：50ｔ

【水産ＡＰ５】

(3)スジアオノリの栽

　　培技術の研究な

　　どへの支援

○ 四万十市

（農林水産課）

四万十川下流

　　　　　漁業協同組合

しまんと海藻

　エコイノベーション

　　共創拠点(高知大学)

◆スジアオノリの自然栽

培技術が向上し、安定し

た生産が行われている

・生育環境データの蓄積等による区画あたりの生産性向上に向けた取組みの実践

・新たな漁場の開拓、区画漁業権の区割りの見直しと新規就業者の参入機会の創出

・漁業協同組合において生産工程（洗浄・選別・乾燥）の均一化と品質管理の徹底による品質向上

・自然栽培（養殖）実証結果を踏まえた栽培技術向上の取り組み

・漁業協同組合及び連合会の合意形成

・自然栽培（養殖）によるスジアオノリの安定生産に向けた取組み
・しまんと海藻エコイノベーション共創拠点事業による陸上養殖技術の研究や陸上養殖場への支援

・漁業協同組合が実施する稚アユ等放流への支援と放流効果の検証

・漁業協同組合が実施するヒラメ等放流への支援と放流効果の検証

a

３ 四万十市産業振興計画Ver2の改訂①  
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四万十市産業振興計画の計画期間については、上位計画である四万十市総合計画の基本構想及び計画期間と整合性を図り、期間を定めている。 

 しかし、総合計画や産業振興計画と連動している四万十市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間は１年延長され、令和７年度末となっている。 

 このことから、本計画の計画期間を１年延長することで、総合計画や総合戦略と整合性を図り、さらには計画期間終了後に総合戦略に統合するうえでも、令和８年度を初年度とする次期総

合戦略策定に向けて、総合戦略と同時期に計画期間中の総括を行うことで、これまでの取り組み等を踏まえた統合が可能となることから、本計画の期間を令和７年度まで延長することとした

い。 

計画期間の延長に伴い、KPI の目標値を令和７年度に変更するもの。 

別添 【資料３】四万十市産業振興計画 KPI 一覧（Ver.２） 参照 

 

⑵ 計画期間の変更 

 

 

 

№ 頁 改訂箇所 変更後 現行 

① P２ ３ 計画の期間 

本計画の期間は、上位計画である「四万十市総合計画」の基本構想

期間（平成 27 年度～令和７年度の 11 年間）及び基本計画の計画期間

（前期：平成 27 年度～平成 31 年度、後期：令和２年度～令和７年度）

と整合性を図り、目標年次は平成 27 年度を初年度とする 11 年間とし、

具体的な取組みの計画期間を前期５年間、後期６年間とします。 

今回の計画期間は、後期６年間（令和２年度～令和７年度）とし、前

期 5 年間の実績等を踏まえながら、～［略］～ 実効性を高めていき

ます。 

本計画の期間は、上位計画である「四万十市総合計画」の基本構想

期間（平成 27 年度～令和 6 年度の 10 年間）及び基本計画の計画期間

（前期：平成 27 年度～平成 31 年度、後期：令和２年度～令和 6年度）

と整合性を図り、目標年次は平成 27 年度を初年度とする 10 年間とし、

具体的な取組みの計画期間を 5年間とします。 

今回の計画期間は、後期 5 年間（令和２年度～令和 6 年度）とし、前

期 5 年間の実績等を踏まえながら、～［略］～ 実効性を高めていき

ます。 

●産業振興計画改訂箇所 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ KPI の変更 

 

 

 

 

３ 四万十市産業振興計画Ver2の改訂②  


